
　平成 19 年 4 月から住宅金融支援機構として発行を行ってきた機構 MBS( 資産担保証券）は、長期にわたりご購入
いただいている投資家の皆さまをはじめ市場関係者の方々のご支援により、平成 27 年 8 月に節目となる第 100 回債
を発行し、平成 27 年度末には住宅金融公庫時代を含めた MBS 発行累計額は 21 兆 7,238 億円、残高は約 11 兆 7,000
億円という規模となりました。
　機構 MBS の発行の歴史においては、リーマンショック時の平成 20 年 12 月の起債中止、東日本大震災の発生（平
成 23 年 3 月）による市場の混乱下における起債額の減額という大きな出来事がありましたが、MBS 市場の混乱やそ

住宅金融支援機構 MBS ～第 100 回債までのあゆみとこれから～

機構 MBS は、平成 27 年８月に第 100 回債の発行を迎えました。

＜住宅金融支援機構MBSのあゆみ＞
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発行額（条件決定ベース）【左軸】

クーポン【右軸】

対10年国債スプレッド【右軸】

【2008（平成20）年9月15日】
米証券会社リーマン・ブラザーズが

経営破綻

【2011（平成23）年3月11日】
東日本大震災発生

【2013（平成25）年4月4日】
日銀「量的・質的金融緩和」の導入

【2013（平成25）年12月～】
発行額を柔軟に設定する取組み（発行額の平準化）を開始

【2016（平成28）年3月】
機構最低クーポン（0.48％）

【2015（平成27）年4月】
機構MBS（公庫MBS含む）の
発行累計額20兆円を突破

【2012（平成24）年9月～11月】
機構最低スプレッド（34bp）

【2014（平成26）年10月31日】
日銀が追加金融緩和を発表

【2016（平成28）年
1月29日】

日銀がマイナス
金利政策を発表

【2010（平成22）年10月】
経済対策によるフラット35の
事業量増加を受け、急激な
MBS発行額の増加や市場環
境の変化による需要減退に
備え、コンティンジェンシープ
ランを策定

【2011（平成23）年3月】
東日本大震災を受け、MBSの
発行額を機動的に見直す

経済対策によるフラット35Sの
金利引下げ幅の拡大等

（平成22年2月～平成24年10月） 経済対策によるフラット35Sの
金利引下げ幅の拡大等

（平成27年2月～平成28年1月）

平成19年4月債
第１回機構MBS

平成27年8月債
第１00回機構MBS
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れによる長期・固定の住宅ローン金利の上昇などの事態を招くことのないよう、常に、投資家の皆さまと対話を重視し、
市場のニーズを反映して起債を行ってまいりました。
　また、足下では、日本銀行の異次元金融緩和開始による市場金利低下やマイナス金利政策実施により起債環境が大
きく変化する中、投資家の皆さまとの真摯な対話を通した丁寧な起債運営を行うとともに積極的な IR 活動を継続的
に行い、安定的に発行を重ねています。
　「独立行政法人改革等の基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）において、機構は、機構 MBS の発行額の平準
化を図り、ベンチマーク性を高めることで民間による MBS の発行の活性化及び流動性の向上を促し、我が国の証券化市場を
育成することとされています。既に、市場環境等を踏まえた発行額の平準化、「フラット３５取扱実績に応じた MBS 配分プロ
グラム」の開始等の機構 MBS の魅力をより一層高める取組を実施しており、これからもフラット３５の資金調達を安定的かつ
効率的に行うとともに、機構 MBS のベンチマーク性を高めることを通じて日本の証券化市場の発展に貢献してまいります。

（％）（億円）

月次債 8,570億円

S種債機構MBS
発行額

これまでの歩み

1兆4,000億円

合　計 2兆2,570億円

累　計 8兆    338億円

6,642億円

8,000億円

1兆4,642億円

9兆4,980億円

7,960億円

9,000億円

1兆6,960億円

11兆1,940億円

1兆7,741億円

-

1兆7,741億円

12兆9,681億円

2兆3,708億円

-

2兆3,708億円

15兆3,389億円

1兆7,717億円

-

1兆7,717億円

17兆1,106億円

1兆4,941億円

-

1兆4,941億円

18兆6,047億円

1兆2,438億円

-

1兆2,438億円

19兆8,485億円

1兆8,753億円

-

1兆8,753億円

21兆7,238億円

2007年度
（平成19年度）

2008年度
（平成20年度）

2009年度
（平成21年度）

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2012年度
（平成24年度）

2013年度
（平成25年度）

2014年度
（平成26年度）

2015年度
（平成27年度）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月
0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

発行額（条件決定ベース）【左軸】

クーポン【右軸】

対10年国債スプレッド【右軸】

【2008（平成20）年9月15日】
米証券会社リーマン・ブラザーズが

経営破綻

【2011（平成23）年3月11日】
東日本大震災発生

【2013（平成25）年4月4日】
日銀「量的・質的金融緩和」の導入

【2013（平成25）年12月～】
発行額を柔軟に設定する取組み（発行額の平準化）を開始

【2016（平成28）年3月】
機構最低クーポン（0.48％）

【2015（平成27）年4月】
機構MBS（公庫MBS含む）の
発行累計額20兆円を突破

【2012（平成24）年9月～11月】
機構最低スプレッド（34bp）

【2014（平成26）年10月31日】
日銀が追加金融緩和を発表

【2016（平成28）年
1月29日】

日銀がマイナス
金利政策を発表

【2010（平成22）年10月】
経済対策によるフラット35の
事業量増加を受け、急激な
MBS発行額の増加や市場環
境の変化による需要減退に
備え、コンティンジェンシープ
ランを策定

【2011（平成23）年3月】
東日本大震災を受け、MBSの
発行額を機動的に見直す

経済対策によるフラット35Sの
金利引下げ幅の拡大等

（平成22年2月～平成24年10月） 経済対策によるフラット35Sの
金利引下げ幅の拡大等

（平成27年2月～平成28年1月）

平成19年4月債
第１回機構MBS

平成27年8月債
第１00回機構MBS

住宅金融支援機構 MBS  ～第 100 回債までのあゆみとこれから～

住
宅
金
融
支
援
機
構
に
つ
い
て

ト
ピ
ッ
ク
ス

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務

資
料
編

7ディスクロージャー誌　　2016



　機構 MBS による資金調達に関し、丁寧な IR 活動等
を通じてより多くの投資家に機構 MBS への投資に参加
していただくことで、国内外の様々な環境変化の中にお
いても安定的な資金調達を実現しました。

　積極的な情報発信及び丁寧な投資家向けの広報活動
を行った結果、月次の機構 MBS の発行ごとに 60 ～ 90
社程度 ( 推定 ) の投資家の参加を実現しました。
　また、海外投資家向けには英文書類等を用いてＩＲを
行うとともに、機構ホームページの英語情報の充実に取

　民間金融機関が「フラット３５( 買取型 )」の買取実
績に応じて機構 MBS を取得する機会を提供する「フラッ
ト３５取扱実績に応じた MBS 配分プログラム」を平成
28 年４月に導入しました。
　このプログラムに参加することにより、民間金融機関
はフラット３５の取組に応じて安定的な機構 MBS への
投資が可能となります。また、機構は安定的かつ効率
的な資金調達が可能となり、ひいては、お客さまへの低
利・長期固定金利の住宅ローンの安定供給に繋がる取組
です。

・投資家への個別訪問 ( 国内 278 社、海外 2 社 )
・投資家説明会の開催

・投資家の平成 28 年度投資計画策定前に新規投資や投
資枠の拡大を促すべく、機構の平成 28 年度の発行計
画を盛り込んだ資料を提供

・機構 MBS に関心を示している海外投資家に対し、効
率的かつ迅速な対応を行うために電話会議を活用

・Bloomberg セミナー ( 平成 27 年 5 月 11 日 )
・日本証券業協会「社債市場の活性化に向けたフォーラ

ム」( 平成 28 年 5 月 12 日 )

　安定的な起債により日本の証券化市場の育成に取り組
むと共に、市場活性化に向けた取組を行っています。
　また、効率的な資金調達を行うことで、お客さまへの低
利・長期・固定金利の住宅ローンの提供を実現しています。

り組んでおります。
　セミナー等のイベントにも積極的に参加し、日本の
MBS 市場についての講演を行い、機構 MBS の意義と
今後の安定調達に向けた取組について紹介しています。

機構 MBS の現況
安定的な起債により、日本の証券化市場の育成に取り組みます。

機構 MBS による資金調達により低利・長期・固定金利型住宅ローンの提供を実現

MBS 市場に参入する投資家の範囲を維持・拡大するための取組

「  取扱実績に応じた MBS 配分プログラム」の導入

投資家の認知度及び理解度の向上を図るための活動

投資家のニーズに対応する充実した情報提供

セミナー等による普及啓発活動

＜「社債市場の活性化に向けたフォーラム」での講演の様子＞

フラット３５買取り

フラット３５

ＭＢＳ

証券会社

フラット３５の買取実績に応じた
ＭＢＳの取得を支援

(証券会社を通じての配分）

フラット３５
取扱金融機関

（参加金融機関）
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　住宅金融支援機構は、東日本大震災への対応における
経験や、昨今の自然災害が頻発する状況に鑑み、平時か
らの地方公共団体との連携をより強固にしていくため、
地方公共団体と「災害時における住宅の早期復興に向け
た協力に関する協定」を締結しています。

協定を締結した地方公共団体の数
　64 団体［都道府県、政令市等］

（平成 28 年 3 月 31 日現在）

　相談対応での連携先市町村（平成 28 年 6 月末時点）
・熊本市　　　　　・上益城郡御船町　　・上益城郡甲佐町
・上益城郡嘉島町　・阿蘇郡南阿蘇村　　・阿蘇郡西原村

　住宅金融支援機構は、地方公共団体と連携し、被災さ
れた方への情報提供や住まいの復旧、再建に関する相談
を実施しています。
　また、地域の民間金融機関との協力により、返済相談や

 ご返済中の方への支援
　被災された方に対して、丁寧なカウンセリングを行い、返済方法変更のご提案等、生活再建に向けての支援を適切に行っています。

［返済方法の変更］
　被災の程度に応じ、払込みの据置や返済期間の延長、据置期間中の金利引下げを行っています。

［自然災害ガイドライン］
 　「自然災害による被災者の債務整理に関するガイドライン」についてのご相談、お申出等をお受けしています。

住まいの復旧・再建に向けた融資の相談に対応しています。
　住宅金融支援機構が東日本大震災で培った経験を活か
し、地方公共団体や地域の民間金融機関と連携し早期復
興に向けて取り組んでいきます。

　地方公共団体における被災者向け相談窓口に当機構職員を派遣
し、被災された方に対する災害復興住宅融資等の情報提供及び災
害復興住宅融資等の相談対応について連携しています。
　引き続き、地方公共団体との連携の下、被災された方の早期の
住まいの復旧及び再建支援に取り組んでいきます。

　被災された方に、お住まいの地域で災害復興住宅融資の申込手続を行っていただけるよう、地域の民間金融機関の
協力のもと、金融機関窓口において申込受付を行っていただいています。

（平成 28 年 6 月末時点：17 機関）

災害発生時における住宅の早期復興を支援

地方公共団体との連携

地域の民間金融機関との協力

 被災された方の住宅再建を支援（災害復興住宅融資）
　自然災害により住宅が被災された方に対して、住宅の建設、購入又は補修に必要な資金を低利で融資しています。また、住宅
の敷地が崩落、液状化などにより被害を受けた場合は、住宅の建設又は補修に併せて、整地工事にも融資を行います。

住宅金融支援機構の支援制度

＜総合相談窓口での相談の様子（熊本市役所）＞

＜長崎県との協定締結（締結日：平成27年10月7日）＞

（左） 長崎県 浅野土木部長、 （右） 機構 木下理事

災害に備えた地方公共団体との協定の締結

平成 28 年熊本地震への対応

　住宅金融支援機構は、地方公共団体及び地域の民間金融機関と連携し、被災された方の住宅の早期
の復旧・再建を支援します。

機構 MBS の現況
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東日本大震災から５年 ～住まいの再建を支援するためのこれまでの取組～
　未曾有の被害をもたらした東日本大震災の発生から、平成 28 年３月で５年が経過しました。
　住宅金融支援機構では、相談会等の開催により被災された方々の相談をお受けするとともに、災害
復興住宅融資や返済方法変更等を通じて、組織をあげて一日も早い住まいの再建を支援する取組を
行っています。

　住宅金融支援機構では、被災された方々の住宅再建を
支援するため、震災発生以降継続して、各被災地で国や地
方公共団体と連携した現地相談会を開催しています。（平
成 28 年 3 月末まで累計 1,558 回）。
　平成 25 年 4 月からは、岩手・宮城・福島の 3 県において
岩手県居住支援協議会、みやぎ復興住宅整備推進会議及び
福島県居住支援協議会との共催で、「住宅再建相談会」を定
期的に開催し、資金計画や融資のご相談だけでなく、各種助
成制度や住宅のプランなどの幅広
い内容をワンストップでご相談いた
だけるように取り組んでいます。
　また、平成 26 年度からは民
間金融機関とも協力して現地
相談会を開催しています。

　被災住宅の復旧のための建設資金、購入資金及び補修資金
の融資（災害復興住宅融資）や、宅地に被害が生じた場合の
宅地の補修資金の融資（災害復興宅地融資）について、融資
金利の引下げ（建設・購入の場合当初 5 年間 0％など）や元金
据置期間・返済期間の延長等の制度拡充を行っています。災害
復興住宅融資等の申し込みは 16,764 件、融資実行は 13,295
件（いずれも累計：平成 28 年 3 月 31 日現在）となりました。

　被災された方について、払込みの一部又は全部の据置
や返済期間の延長、据置期間中の金利の引下げを行って
います。返済方法の変更の承認は、6,150 件（累計：平
成 28 年 3 月 31 日現在）となりました。
　なお、私的整理ガイドラインについても適切に対応し、
自助努力による生活や事業の再建を支援しています。同
ガイドラインの適用の申出があった債権は 371 件とな
り、そのうち弁済計画が成立した債権は 349 件（いず
れも累計：平成 28 年 3 月 31 日現在）となっています。

　また、国が進める中間貯蔵施設建設予定地内の抵当権
について、前払金受領時に機構の抵当権を抹消するス
キームを構築し、被災地の復興及び被災された方の生活
を支援しています。

被災地における現地相談会を多数開催

被災された方の住宅再建を支援（災害復興住宅融資等）

ご返済中の方への支援等

適用金利の段階的引下げ図（建設・購入の場合）

当初5年間
0％まで引下げ

6～10年目
通常金利から引下げ

（0％までの範囲で最大△0.53％）

11年目以降
通常金利

平成28年4月1日現在

（           ）災害復興住宅融資
に適用される金利

0％まで
引下げ 年0.53％

引下げ

10年5年0％

通常金利0.56％

三陸復興支援センターを開設（平成 26 年６月）

　岩手県沿岸部での防災集団移転促進事業による宅地供
給が本格化することを踏まえ、岩手県釜石市に三陸復興
支援センターを開設し、融資相談についてより迅速な対応
を行える体制づくりをしています。

＜相談会の様子＞

【青森県】
相談会回数：2回
相談組数：5組

【岩手県】
相談会回数：296回
相談組数：1,480 組

【宮城県】
相談会回数：1,123 回
相談組数：6,066 組

【福島県】
相談会回数：137回
相談組数：469組

＜東北地方の現地相談会の相談実績（平成23年3月～平成28年3月）＞

返済金の
払込みの据置

返済期間
の延長 据置期間中の金利※の引下げ

30％未満 1 年 1 年 0.5％引き下げた金利又は 1.5％のいずれか低い方

30％以上 60％未満 最長 3 年 最長 3 年 1.0％引き下げた金利又は 1.0％のいずれか低い方

60％以上 最長 5 年 最長 5 年 1.5％引き下げた金利又は 0.5％のいずれか低い方

※金利は年利率

返済方法の変更

り災割合

＜東日本大震災で被災された方に対する返済方法変更＞
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　防災集団移転促進事業において、地方公共団
体が移転元の被災宅地を買い取る際に支障と
なっていた住宅ローンの抵当権について、地方
公共団体が支払う土地等の売却代金を住宅金融
支援機構が直接受領することにより、売却代金
受領に先立ち、抵当権を抹消するスキームを構
築しました。また、金融機関にこのスキームの
利用を働きかけることで、防災集団移転促進事
業の円滑な執行を支援しています。

 宅地の分筆登記前の融資実行
　「住宅再建・復興まちづくりの加速化措置（第五弾）」（平成
26 年 5 月 27 日復興庁公表）に掲げられた「造成工事から被
災者による住宅着工までの期間の短縮」を円滑に実施するため、
国、地方公共団体等と連携し、土地の所有権移転登記後の抵
当権設定登記を確実に行う手続を定めました。これにより防災
集団移転促進事業等により造成された宅地の分筆登記完了を
待たずに融資金をお渡しできる仕組みを構築し、被災された方
による早期の住宅着工を支援しています。

  移転先宅地の買戻特約の登記への対応
　移転先宅地に地方公共団体の買戻特約が登記される場
合、一般的な住宅ローンでは実行することが困難である
ことを踏まえ、地方公共団体と課題を共有し、その対応
について調整を行いました。

　その結果、買戻特約が登記される場合においては、買戻
権行使時に土地所有者に支払われる買戻代金を機構が直
接受領する旨の覚書を地方公共団体と締結することで、災
害復興住宅融資やフラット３５の利用を可能としました。

　原子力発電所の事故による避難指示区域内に平成 23
年 3 月 11 日時点でお住まいになっていた方が、住宅を
建設又は購入される場合は、り災証明書（地方公共団体
が現地調査等により被害状況を確認し、り災住宅の被害

 福島復興再生特別措置法の施行による災害復興住宅融資の対応（平成 24 年 3 月）

  改正福島復興再生特別措置法の施行による災害復興住宅融資の対応（平成 27 年 5 月）

程度について証明するもの）が交付されなくても、避難
指示区域内にお住まいになっていたことを確認できれば
災害復興住宅融資の利用を可能としました。

　原子力災害による避難指示の解除後に当該避難指示解除
区域が含まれる市町村に帰還し住宅再建を行うケースでは、
これまで災害復興住宅融資を利用するには、従前居住してい
た住宅が被災したことを証する「り災証明書」が必要でした。
　平成 27 年 5 月の福島復興再生特別措置法改正を受け、
避難指示解除区域等への帰還を支援するため、当該区域
内に平成 23 年 3 月 11 日時点でお住まいになっていた
方が、当該区域を含む市町村に住宅を建設又は購入され
る場合は、り災証明書がなくても、災害復興住宅融資の
利用を可能としました。

防災集団移転促進事業等に対する支援

原子力災害により避難された方への対応（福島復興再生特別措置法関連）

地方公共団体による被災宅地の買取への対応

造成地における住宅の早期着工を支援

居住地の状況
住宅を建設又は
購入する場所

災害復興
住宅融資
り災証明書
の提出

被災時
（平成 23年 3月）
11日時点）

借入申込日時点の
避難指示の状況

避難指示の対象
になった区域

避難指示が継続
している区域
・帰還困難区域
・居住制限区域
・避難指示解除準備区域

被災時の居住地と
同一の市町村内

不要被災時の居住地と
異なる市町村内

上記の避難指示が
解除された区域
・避難指示解除区域

被災時の居住地と
同一の市町村内
被災時の居住地と
異なる市町村内 必要

＜改正福島特措法施行後の災害復興住宅融資の取扱い＞

分筆登記完了前に融資金を交付し、
早期の住宅着工を支援

着工の早期化

宅地造成工事完了

分筆登記申請
融資金の交付

土地代金支払い（土地引渡し）

住宅着工

分筆登記完了
所有権移転登記
抵当権設定登記

地方公共団体と連携し、所有権移転
登記と抵当権設定登記を同時に申請

分筆登記完了

所有権移転登記←土地代金支払い（土地引渡し）
抵当権設定登記→融資金の交付

住宅着工

（通常の流れ） （住宅着工の早期化の流れ）

住宅着工の早期化の仕組み

東日本大震災から５年  ～住まいの再建を支援するためのこれまでの取組～

●地方公共団体の事務フロー
①抵当権抹消登記

②土地譲渡契約（移転者ー地方公共団体）

③所有権移転登記（移転者→地方公共団体）

④代金支払い（地方公共団体→移転者）

①抵当権抹消内諾（住宅金融支援機構→移転者）

②土地譲渡契約（移転者→地方公共団体）

③抵当権抹消書類の交付（住宅金融支援機構→地方公共団体）

⑤代金支払い（地方公共団体→住宅金融支援機構）
　※住宅金融支援機構が移転者に代わって受領。

④所有者移転登記（移転者→地方公共団体）

⑥抵当権抹消登記

●課題に対応した事務フロー

差
押
え
リ
ス
ク

既存住宅ローンの抵当権抹消スキーム
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　地域で抱える住まい・まちづくりの様々な課題の解決について、ワンストップで応えるため、地域の拠点となる全
国の支店等に、地域連携の担当者を配置しました。

　地方公共団体をはじめとした、地域の住まい・まちづ
くりを担う関係団体と連携し、地域の住まい・まちづく
りの課題解決を支援するため、機構のホームページに特
設コーナーを設けました。　
　このページでは、地域の住まい・まちづくりに関する
住宅金融支援機構の融資制度や地方公共団体との協定締
結の内容、地方公共団体が行う支援制度等もご案内して
います。

　分譲マンションの資産価値を保ち、安全で快適な住環
境を保つためには、マンションの共用部分の維持管理を
適切に行い、計画的に修繕工事を行うことが大切です。
　住宅金融支援機構は、分譲マンションの管理組合によ
る修繕積立金の計画的な積立て・適切な管理をサポート
するため、国の認可を受けて「マンションすまい・る債」

　今後、さらに内容を充実させ、地方公共団体等との連携
を通じた地域の住まい・まちづくりの支援に取り組みます。

を発行しています。
　「マンションすまい・る債」は平成 12 年から募集を
開始し、これまでに約 17,000 のマンション管理組合に
ご応募いただいています。平成 27 年度末の発行残高は
約 7,716 億円になりました。

地域連携に取り組むための組織体制

ホームページで地域の住まい・まちづくりの支援に関する情報を発信

住宅金融支援機構ＨＰ
トップページ

「地域の住まい・まちづくりへの支援」
のトップページ

バナーをクリック

パンフレット

地域の住まい・まちづくりを支援する地域連携の取組
　住宅金融支援機構では、「我が国の住生活の向上に貢献する」という経営理念のもと、地域の住まい・
まちづくりの課題解決に、地方公共団体等と連携して取り組んでいます。
　人口減少や少子高齢化という深刻な社会状況を踏まえ、全国各地で、市街地のコンパクト化、移住・
住み替え、空き家対策、災害に強いまちづくり、高齢者の居住安定などの地域の課題に取り組まれてい
ます。住宅金融支援機構としても、金融面を中心にこれらの課題に対する支援に取り組んでいます。

連携事例　：老朽化マンション管理適正化支援先導事業に関する協定の締結
　埼玉県と「老朽化マンション管理適正化支援先導事業に係る相互協力に関する協定」を締結しました。
　機構は埼玉県と、同協定書に基づき、「埼玉県分譲マンションアドバイザー」のスキル向上や管理組合の管理体制の
改善への支援を行うこととしています。
　老朽化マンションの管理適正化は、大都市が抱えている課題であり、今後も地方公共団体等と連携して取り組みます。

（左）機構まちづくり推進部長　（右）埼玉県都市整備部長

「マンションすまい・る債」による修繕積立金の計画的な積立て支援

＜埼玉県との協定締結式（平成28年３月）＞
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　東日本大震災において津波により甚大な被害を受けた石巻市等で
は、居住と都市機能の再生を図るため、中心部において市街地再開
発事業が複数進行しています。
　住宅金融支援機構では、平成 24 年度に石巻市の ｢中央三丁目１番地
区｣、平成 25 年度に同市の ｢立町二丁目５番地区｣、平成 26 年度に同県
塩釜市の ｢海岸通１番２番地区」の再開発事業の準備組合等に初動期資
金を融資し、平成 27 年 12 月、 ｢中央三丁目１番地区｣ が竣工しました。
　市街地の復興と災害に強いまちづくりを目指し、引き続き被災地
での再開発事業を支援していきます。

　平成 28 年 3 月に竣工した荏原町駅前地区防災街区整備
事業（品川区）は、東京都が首都直下地震の切迫性等を
踏まえ木造住宅密集地域の改善に向け取り組んでいる木密
地域不燃化 10 年プロジェクトの不燃化特区（旗の台四丁
目・中延五丁目地区）において不燃化を進める核となり、
波及効果が期待できる事業に位置付けられた事業です。
　同地域は、通路が狭く、建物の多くが 1950 年代築で

あるなど防災上の危険性が指摘されてきましたが、この
事業の実施により、火災や地震発生時における延焼防止
や避難上の機能の改善、さらに商業・居住機能の更新が
図られたことで、防災性・居住性向上が図られました。
　住宅金融支援機構は、同事業の施行者である防災街区
整備事業組合に融資し、密集市街地における防災街区の
整備の促進を資金面で支援しました。

　分譲マンションのストック数は全国に約 623 万戸、
そのうち 1981 年以前の旧耐震基準で建てられたマン
ションは約 106 万戸です。老朽マンションを再生させ
ることは急務でありますが、居住者の合意形成や建替え
後の住宅を取得するための資金面の問題などから、実際
の取組みは、なかなか進んでいません。
　住宅金融支援機構では、マンション建替組合に対する
建替え事業資金融資、現在お住まいの高齢者の方に対し
ては、建替え後の住宅取得に必要な資金を融資する高齢
者向け返済特例制度等を通じて、資金計画の面からマン
ション建替え事業を支援しています。

　平成 27 年 3 月に竣工した藤崎団地（福岡県福岡市）では、
複数の方に高齢者向け返済制度をご利用いただき、ご高齢
の権利者の方々の建替え後の住宅取得を支援しました。

再開発事業による被災市街地復興への支援

密集市街地における不燃化促進への支援

老朽マンションの建替え支援

地域の住まい・まちづくりを支援する地域連携の取組

＜荏原町駅前地区防災街区整備事業＞

＜中央三丁目１番地区第一種市街地再開発事業＞

＜藤崎団地の建替え事業＞
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主な制度改善等
中古住宅市場の活性化や高齢者が自立して暮らすことができる住生活の実現に向けての取組を実施します。

中古住宅に係る長期優良住宅等を    の対象に追加

住宅融資保険事業において買取再販事業者に対する融資を付保対象に追加

　既存住宅ストックの質の向上と流通促進を図るため、中古住宅の売買に際して「性能向上リフォーム」及び「中古住宅
の維持保全に係る措置」を行う住宅に対して、「フラット３５」の金利を一定期間引き下げる制度を実施します。
　［平成 28 年 10 月より借入申込開始予定］

　「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づく
既存住宅の増築・改修に係る長期優良住宅の認定を受け
た中古住宅及び「建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律」に基づく建築物エネルギー消費性能向上計
画の認定を受けた住宅を「フラット３５Ｓ」の対象に追
加しました。

　民間金融機関による買取再販事業者向けの
融資（中古住宅の購入資金及びリフォーム資
金）を、住宅融資保険の付保対象に追加しま
した。

　住宅金融支援機構の住宅融資保険を利用して民間金融機
関が高齢者に融資するリバースモーゲージ型住宅ローン( 債
務者が死亡した際に元金等を一括で返済するタイプのロー
ン ) の普及・促進を図るため、次のとおり制度を拡充しました。
・担保掛け目となる融資額の上限に係る要件のうち、融

資対象住宅及びその敷地の担保評価額に対する掛け目
を 50％から 50％又は 60％に見直しました。

・住宅ローンを借り換えるための資金に対する融資を付
保対象に追加しました。

　「フラット３５（保証型）」は、平成 26 年 3 月以降、全ての事業参加機関が新規受付を休止していましたが、平成 28
年 5 月に１機関が新規受付を再開しました。

・親世帯の住宅資産を活用した子世帯の住宅取得を促進
するため、親世帯が自ら居住する住宅を担保として、子
世帯の住宅取得資金を借り入れる際の親世帯のリバース
モーゲージ型住宅ローンを付保対象に追加しました。

中古住宅市場の活性化を図るための  及び住宅融資保険事業における取組

住宅融資保険を活用したリバースモーゲージ型住宅ローンの拡充

 （保証型）の再開

買取再販事業者に対する融資への住宅融資保険の付保のイメージ

住宅所有者

住宅購入者

中古住宅を買取

中古住宅買取資金と
リフォーム資金を融資

リフォームして売却

住宅融資保険契約

買取再販事業者

民間金融機関等

リバースモーゲージ型住宅ローンの活用例

子世帯の住宅
取得を支援

（住宅融資保険付き）

金利引下げプラン 金利引下げ期間 金利引下げ幅

 リノベ（金利Ａプラン） 当初 10年間  のお借入金利から
年▲ 0.6％ リノベ（金利Ｂプラン） 当初５年間

（注 1）モデル事業とは、本格的な制度の導入に向けて、制度の効果及び有効性を検証するため、試行的に実施するものです。
（注 2） 「性能向上リフォーム」とは、「フラット３５Ｓ」の技術基準に適合させるリフォーム工事をいいます。当該リフォーム工事により「フラット

３５Ｓ（金利Ａプラン）」の基準に適合させた場合は「フラット３５リノベ（金利Ａプラン）」が適用され、「フラット３５Ｓ（金利 B プラン）」
の基準（中古住宅特有基準を除きます。）に適合させた場合は「フラット３５リノベ（金利 B プラン）」が適用されます。

（注 3）「中古住宅の維持保全に係る措置」とは、性能向上リフォームに際して、インスペクションの実施、瑕疵保険の付保等、住宅履歴情報の保存、
維持保全計画の作成のうち、いずれかの措置を講じることをいいます。　

リノベ （性能向上リフォーム推進モデル事業）の実施
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高度な調査研究を行うための取組等
　国外の機関との住宅市場についての情報交換を通じて連携を強化するとともに、アジアを中心に日本の
住宅金融に関する調査研究の結果を発信しています。

アメリカ合衆国ジニーメイ

ミャンマーＣＨＤＢ

　平成 27 年 8 月 27 日、アメリカ合衆国ワシントン DC
において、加藤理事長がジニーメイ ( 米国政府抵当金
庫）と共催の円卓会議 ”U.S.-Japan Housing Finance & 
Capital Market Roundtable” に出席しました。この円卓
会議は、ジニーメイと平成 26 年１月に締結した協力関係
強化の了解覚書に基づく初めての会議であり、両国の住宅
金融分野における更なる連携を深める機会となりました。
　会議にはジニーメイのトーザ総裁や、米国住宅都市開
発省のモリツグ次官補をはじめ、連邦政府機関、金融機
関、大学などから約 100 名が参加し、日米の住宅市場
及び住宅金融市場についてのプレゼンテーションやパネ
ルディスカッションなどを通じ、意見交換を行いました。

　ミャンマー連邦共和国の CHDB(Construction and 
Housing Development Bank：建設住宅開発銀行 ) 及
び建設省 (Ministry of Construction) から CHDB のミ
ン・ミン・ムウ副総裁 ( 財務担当 ) を団長とする６名が
国土交通省の招請により来日されました。
　ミャンマー連邦共和国では住宅ローン市場が発展途上で
あり、日本の知見に学びたいとの要望を受け、平成 27 年

11 月５日から 10 日までワークショップを開催し、住宅ロー
ンの手続等について、実務研修や情報交換を行いました。

国外の機関との連携強化

アジアを中心に日本の住宅金融に関する調査研究の結果を世界にも発信

①平成27年4月　ミャンマー
　CHDB研修

■東京での国際会議等
⑧平成27年5月　ADBI 等ワークショップ
⑨平成27年 10月　JICA課題別研修（途上国）
⑩平成27年11月　ミャンマーCHDB研修
⑪平成28年2月　日・インドネシア建設次官級会合
⑫平成28年2月　JICA国別研修（ミャンマー）
⑬平成28年3月　世界銀行第8回防災セミナー

■住宅金融支援機構への来訪
平成27年6月　タイ　チュラロンコーン大学
平成27年11月　台湾代表団

②平成27年8月　アメリカ
　ジニーメイ第1回円卓会議

③平成27年9月　ブラジル
　IUHF第 29回世界大会

④平成27年9月　フィリピン
　AFIS、ASMMA国際会議

⑥平成27年11月　ドイツ
　UNECE主催国際会議

⑤平成27年10月　香港
　ASIFMA国際会議

⑦平成28年1月　ミャンマー
　日緬建設次官級会合

①⑦ミャンマー

②アメリカ

③ブラジル
④フィリピン

⑧⑨⑩⑪⑫⑬東京

⑥ドイツ
■海外での講演等

⑤香港

主な制度改善等／高度な調査研究を行うための取組等
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資産及び負債の状況

損益の状況
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（単位：億円）
〈資産のうち買取債権と貸付金の残高状況〉

貸付金（既往債権管理勘定）
貸付金（既往債権管理勘定以外）
買取債権
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〈負債のうち債券と借入金の残高状況〉
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（単位：億円）
〈法人全体の損益等の状況〉

▲1,569
▲1,414

▲146

▲1,777
▲1,468

▲3,310

▲366

▲3,720

▲2,496

▲792

1,576
2,4592,092

1,323

2,824

4,313

2,159

6,385当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

証券化支援勘定
663億円

既往債権管理勘定
1,306億円

378,949

421,602

27,817
14,836

332,983

15,792

32,863

381,638

283,175

16,963

40,540

340,678

236,456

17,017

64,372

317,846

197,020

16,535

86,099

299,654

165,135

15,579

99,827

280,541

139,345

109,818

14,845

264,009

118,144

116,394

14,260

248,797 242,245

100,018

13,903

128,323

財政融資資金借入金
その他債券等
SB
MBS  

2,595 

27,879 

68,013

324,619 

423,106

4,969 

25,862 

76,114

281,931 

388,876

7,229 

25,880 

84,194

245,561 

362,864

11,251 

18,539 

90,301

214,204 

334,295

15,271 
16,226 

101,237

175,225 

307,959

20,162 
14,265 

105,895

152,646 

292,968

21,921 
12,758 

108,974

131,109 

274,763

22,211 
11,732 

110,462

109,885 

254,290
243,675

89,178 

11,891 
25,588 

117,018 

第二期中期目標期間第一期中期目標期間
※　平成27年度の利益剰余金には、証券化支援勘定における積立金2,122億円（利益処分後）、団体信用生命保険事
業における積立金2,952億円及び既往債権管理勘定における積立金222億円（利益処分後）を含んでいます。

法人の財務状況等（平成 27 年度決算）

財務ハイライト・業績のポイント

　法人全体では 2,159 億円の当期総利益
を計上しています。

〈証券化支援勘定〉
　証券化支援勘定の当期総利益は、買取債
権残高が増加したことや適切な債権管理を
行ったこと等により、663 億円となりました。
これにより、前期までの積立金を含め、利
益剰余金 2,122 億円を計上しました。証券
化支援事業（買取型）の信用リスク等につ
いては、収益の発現に対して費用の発現が
遅れる傾向があり、融資期間前半の利益で
後半の損失を賄う損益構造となっているこ
とを踏まえ、将来の信用リスク等に備えるた
め、この 663 億円は積立金（独立行政法人
通則法第 44 条第１項）としています。

〈既往債権管理勘定〉
　既往債権管理勘定の当期総利益は、適切
な債権管理を行ったこと等により、1,306 億
円となりました。これにより、繰越欠損金を
解消し、利益剰余金 222 億円を計上しまし
た。今後、新たな国庫負担を発生させるこ
となく、安定的に事業を終了させる観点か
ら、将来の信用リスク等に備えるため、この
222 億円は積立金（独立行政法人住宅金融
支援機構法附則第7条第7項）としています。

　平成 27 年度末の資産総額は約 27 兆円、
負債総額は約 26 兆円となりました。
　主な資産及び負債の状況は以下のとおり
です。

 資産のうち買取債権と貸付金の残高状況

　「フラット３５（買取債権）」の平成 27 年
度末残高は約 13 兆円になりました。
　買取債権残高は年々増加し、機構が保有
する住宅ローン債権残高の過半を占める状
況になりました。

 負債のうち債券と借入金の残高状況

　MBS 等の金融市場からの調達は「フラッ
ト３５」の業績伸張等により増加する一方、
国からの借入れである財政融資資金借入金
は既往債権管理勘定の貸付金残高の減少に
伴い減少しています。
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15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

証券化支援
事業開始
平成15.10

経営改善
計画の策定
平成17.7

第二期中期目標期間
（平成24.4～平成29.3）

第一期中期目標期間
（平成19.4～平成24.3）

機構設立
平成19.4

経営改善計画の内容

証券化支援事業等の
収支見通し

旧住宅金融公庫時代の債権に
係る既往債権管理勘定の
財務改善

業務運営の効率化

第一期中期目標期間中に
単年度収支を黒字化

※1　委託費（業務委託分を除く。）、臨時職員等の賃金、事務用品費等
※2　第二期中期目標期間の一般管理費においては、別途政府の方針により削減目標が与えられる人件費及び機構の自助
　　努力ではコントロールできない公租公課等については含めていない。
※3　経費率＝（事務関係費＋（業務委託関係費－受託手数料）＋債券発行関係費＋減価償却関係費）÷買取債権等平均残高

第二期中期目標期間中に
繰越欠損金を解消達成 平成24年度末に

達成

常勤職員数の削減
（5％以上削減）

一般管理費※1、※2の削減
（15％以上削減）

経費率※3の低減
・ 下以％02.0 ： 務業援支化券証
・直接融資業務（既往債権管理勘定
　の既融資を除く。）： 0.40％以下

27年度期末
3.4％削減

27年度
14.7％削減

27年度
0.15％

27年度
0.34％

常勤職員数の削減
（10％以上削減）

一般管理費の削減
（15％以上削減）

経費率の低減
・ 下以％03.0 ： 務業援支化券証
・直接融資業務（既往債権管理勘定
　の既融資を除く。）： 0.35％以下

23年度期末
10.1％削減

23年度
22.6％削減

23年度
0.23％

23年度
0.30％

達成

達成

達成

既往債権の証券化等により、財政融資資金の繰上償還
を実施し、第一期中期目標期間の最終年度までに、
国からの補給金を廃止できるよう単年度収支を改善

債権管理・回収を的確に実施し、
繰越欠損金を着実に削減

常勤職員数4％
以上、一般管理費
6％以上（平成
16年度比）を先
行削減

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

※1　保証協会承継業務に係るものを除きます。
※2　住宅融資保険勘定：21.2億円、財形住宅資金貸付勘定：287.4億円

第二期中期目標期間第一期中期目標期間

※　既往債権管理勘定とは、平成16年度以前に旧住宅金融公庫が申込みを受
　理した債権の管理回収に係る勘定です。 

第二期中期目標期間第一期中期目標期間

達成

260
42 12

453 401

761

1,022 1,029

2,051

828

2,879

▲111

▲15

▲126 ▲114
▲171

168

▲285

▲141
平成24年度に国庫納付金
として309億円（※2）を支払い▲309

▲1,693

▲5,284 ▲5,381

▲97

▲1,445

▲169

837

1,659 1,655 1,760
1,306

222

▲6,826 ▲6,994

▲6,158

▲4,499

▲1,084

▲2,844

繰越欠損金を
解消

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

平成27年度末に
繰越欠損金を解消
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15年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

証券化支援
事業開始
平成15.10

経営改善
計画の策定
平成17.7

第二期中期目標期間
（平成24.4～平成29.3）

第一期中期目標期間
（平成19.4～平成24.3）

機構設立
平成19.4

経営改善計画の内容

証券化支援事業等の
収支見通し

旧住宅金融公庫時代の債権に
係る既往債権管理勘定の
財務改善

業務運営の効率化

第一期中期目標期間中に
単年度収支を黒字化

※1　委託費（業務委託分を除く。）、臨時職員等の賃金、事務用品費等
※2　第二期中期目標期間の一般管理費においては、別途政府の方針により削減目標が与えられる人件費及び機構の自助
　　努力ではコントロールできない公租公課等については含めていない。
※3　経費率＝（事務関係費＋（業務委託関係費－受託手数料）＋債券発行関係費＋減価償却関係費）÷買取債権等平均残高

第二期中期目標期間中に
繰越欠損金を解消達成 平成24年度末に

達成

常勤職員数の削減
（5％以上削減）

一般管理費※1、※2の削減
（15％以上削減）

経費率※3の低減
・ 下以％02.0 ： 務業援支化券証
・直接融資業務（既往債権管理勘定
　の既融資を除く。）： 0.40％以下

27年度期末
3.4％削減

27年度
14.7％削減

27年度
0.15％

27年度
0.34％

常勤職員数の削減
（10％以上削減）

一般管理費の削減
（15％以上削減）

経費率の低減
・ 下以％03.0 ： 務業援支化券証
・直接融資業務（既往債権管理勘定
　の既融資を除く。）： 0.35％以下

23年度期末
10.1％削減

23年度
22.6％削減

23年度
0.23％

23年度
0.30％

達成

達成

達成

既往債権の証券化等により、財政融資資金の繰上償還
を実施し、第一期中期目標期間の最終年度までに、
国からの補給金を廃止できるよう単年度収支を改善

債権管理・回収を的確に実施し、
繰越欠損金を着実に削減

常勤職員数4％
以上、一般管理費
6％以上（平成
16年度比）を先
行削減

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

※1　保証協会承継業務に係るものを除きます。
※2　住宅融資保険勘定：21.2億円、財形住宅資金貸付勘定：287.4億円

第二期中期目標期間第一期中期目標期間

※　既往債権管理勘定とは、平成16年度以前に旧住宅金融公庫が申込みを受
　理した債権の管理回収に係る勘定です。 

第二期中期目標期間第一期中期目標期間
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平成24年度に国庫納付金
として309億円（※2）を支払い▲309
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1,659 1,655 1,760
1,306
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繰越欠損金を
解消

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

平成27年度末に
繰越欠損金を解消

〈既往債権管理勘定以外の勘定※1〉
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0.15％
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経費率の低減
・ 下以％03.0 ： 務業援支化券証
・直接融資業務（既往債権管理勘定
　の既融資を除く。）： 0.35％以下
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既往債権の証券化等により、財政融資資金の繰上償還
を実施し、第一期中期目標期間の最終年度までに、
国からの補給金を廃止できるよう単年度収支を改善

債権管理・回収を的確に実施し、
繰越欠損金を着実に削減

常勤職員数4％
以上、一般管理費
6％以上（平成
16年度比）を先
行削減

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

※1　保証協会承継業務に係るものを除きます。
※2　住宅融資保険勘定：21.2億円、財形住宅資金貸付勘定：287.4億円

第二期中期目標期間第一期中期目標期間

※　既往債権管理勘定とは、平成16年度以前に旧住宅金融公庫が申込みを受
　理した債権の管理回収に係る勘定です。 

第二期中期目標期間第一期中期目標期間

達成

260
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453 401

761

1,022 1,029

2,051

828

2,879
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168
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平成24年度に国庫納付金
として309億円（※2）を支払い▲309

▲1,693

▲5,284 ▲5,381
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▲169
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繰越欠損金を
解消

当期総利益又は当期総損失（▲）
利益剰余金又は繰越欠損金（▲）

平成27年度末に
繰越欠損金を解消

〈既往債権管理勘定※〉

　住宅金融市場の中で、自立的な経営のもと、民間金融
機関の支援・補完を推進するため、着実に業務実績を積
み重ねながら、業務運営の効率化及び財務内容の改善に
努め、第一期中期目標を達成しました。
　証券化支援勘定等に係る繰越欠損金解消の目標を平成

　既往債権管理勘定以外の勘定では、引き続き利益剰余金
を計上し、既往債権管理勘定においても繰越欠損金を解消
するなど、財務内容は順調に改善しています。
　これらは、機構融資や「フラット３５」を取扱いいた
だく民間金融機関の皆さまとともに、職員一丸となって

24 年度末に達成し、既往債権管理勘定についても平成
27 年度末に繰越欠損金を解消し、全ての勘定において
繰越欠損金を解消しました。そのほかの第二期中期目標
も達成に向けて着実に取り組んでいきます。

「フラット３５」等の営業推進及び債権管理・回収業務
に真摯に取り組んだ結果、「フラット３５」の業績伸張
による買取債権残高が積み上がり、資金運用収益が増加
したことや、延滞の減少に伴い必要な貸倒引当金が減少
したこと等によるものです。

業務運営の効率化

財務内容の改善

財務ハイライト／業績のポイント

住
宅
金
融
支
援
機
構
に
つ
い
て

ト
ピ
ッ
ク
ス

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス

住
宅
金
融
支
援
機
構
の
業
務

資
料
編

17ディスクロージャー誌　　2016




